
 

 

議案第 126 号 

 

 

令和７年度十日町市一般会計補正予算（第８号） 

 

 

  令和７年度十日町市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条  既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ1,128,466千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ38,756,307千円とする。 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法第213条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用すること

ができる経費は、「第２表繰越明許費」による。 

 

 （債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表債務負担行為補正」による。 

 

 （地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表地方債補正」による。 

 

 

 

 

     令和７年12月 ５日提出  十 日 町 市 長  関 口 芳 史   

 

     令和７年12月   日議決  十日町市議会議長  村 山 達 也   



15 4,398,460 281,809 4,680,269

1 国庫負担金 2,599,254 129,067 2,728,321

2 国庫補助金 1,785,061 152,416 1,937,477

3 委託金 14,145 326 14,471

16 2,519,401 66,471 2,585,872

1 県負担金 1,167,997 50,111 1,218,108

2 県補助金 1,153,203 14,483 1,167,686

3 委託金 190,201 1,877 192,078

18 1,554,174 300 1,554,474

1 寄附金 1,554,174 300 1,554,474

19 1,735,895 758,014 2,493,909

1 基金繰入金 1,698,437 758,014 2,456,451

21 1,022,028 1,372 1,023,400

5 雑入 583,180 1,372 584,552

22 2,673,200 20,500 2,693,700

1 市債 2,673,200 20,500 2,693,700

37,627,841 1,128,466 38,756,307歳　　入　　合　　計

国庫支出金

県支出金

寄附金

繰入金

諸収入

市債

補　正　額

 千円

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円



2 6,073,131 6,413 6,079,544

1 総務管理費 5,434,822 4,260 5,439,082

3 戸籍住民基本台帳費 220,980 275 221,255

5 統計調査費 34,281 1,878 36,159

3 9,611,919 274,755 9,886,674

1 社会福祉費 5,643,251 79,295 5,722,546

2 児童福祉費 3,606,725 194,756 3,801,481

3 生活保護費 361,267 704 361,971

4 2,500,173 4,610 2,504,783

1 保健衛生費 1,522,930 4,610 1,527,540

6 1,652,422 5,561 1,657,983

1 農業費 1,494,764 5,311 1,500,075

2 林業費 157,523 250 157,773

7 1,823,195 9,116 1,832,311

1 商工費 1,823,195 9,116 1,832,311

8 5,421,214 794,209 6,215,423

2 道路橋りょう費 3,787,665 780,620 4,568,285

3 河川費 60,532 6,000 66,532

4 都市計画費 1,281,429 7,589 1,289,018

10 3,133,498 3,802 3,137,300

2 小学校費 365,427 300 365,727

5 社会教育費 694,116 △1,062 693,054

6 保健体育費 1,050,846 4,564 1,055,410

13 70,000 30,000 100,000

1 予備費 70,000 30,000 100,000

37,627,841 1,128,466 38,756,307

教育費

予備費

歳　　出　　合　　計

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

商工費

土木費

歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円



　第　２　表

繰　　　　越　　　　明　　　　許　　　　費

（単位：千円）

款 項 事業名 金額

2 総務費 1 総務管理費 市営バス整備事業（過疎債） 54,927

合　　　　　　　　　　　　　　計 54,927



第 ３ 表
債　務　負　担　行　為　補　正

（追加） （単位：千円）

事　　項 期　　間 限　度　額

新潟県知事選挙情報処理委託
令和７年度から
令和８年度まで

1,474

新潟県知事選挙ポスター掲示場関連業務委託
令和７年度から
令和８年度まで

8,000



第 ４ 表

限　度　額 起債の方法 利　　率 償 還 の 方 法 限　度　額 起債の方法 利　　率 償還の方法

公 共 事 業 等 債 237,300 237,300

公営住宅建設事
業 債

41,300 41,300

災害復旧事業債 120,400 120,400

一般補助施設等
整 備 事 業 債

3,600 3,600

防災対策事業債 4,500 4,500

地方道路等整備
事 業 債

24,700 24,700

緊急防災・減災
事 業 債

25,300 25,300

公共施設等適正
管理推進事業債

49,200 49,200

緊急自然災害防
止 対 策 事 業 債

394,600 415,100

脱炭素化推進事
業 債

24,300 24,300

辺地対策事業債 38,100 38,100

過疎対策事業債 1,169,100 1,169,100

借 換 債 540,800 540,800

計 2,673,200 2,693,700

　

普通貸借

又は

証券発行

（登録債）

  ４．０％
   以内
（ただし、
利率見直
し方式で
借り入れる
政府資金
及び地方
公共団体
金融機構
資金につ
いて、利率
の見直しを
行った後
において
は、当該
見直し後
の利率）

　政府資金及び
地方公共団体金
融機構資金につ
いては、その融
通条件により、
銀行その他の場
合にはその債権
者と協定するも
のによる。
　ただし、市の財
政その他の都合
により据置期間
及び償還期限を
短縮し、若しくは
繰上償還又は低
利に借換えるこ
とができる。

補  正  前
と   同   じ

補  正  前
と   同   じ

補  正  前
と   同   じ

地     方     債     補     正

（単位：千円）

起債の目的
補     正     前 補    正    後



１　総　　括

（歳　　入）

15 国庫支出金 4,398,460 281,809 4,680,269

16 県支出金 2,519,401 66,471 2,585,872

18 寄附金 1,554,174 300 1,554,474

19 繰入金 1,735,895 758,014 2,493,909

21 諸収入 1,022,028 1,372 1,023,400

22 市債 2,673,200 20,500 2,693,700

37,627,841 1,128,466 38,756,307歳　　入　　合　　計

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円















































１  特　別　職

一般会計

（単位　千円）

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　与　　　　　　　費

共済費 合　　計 備　考
報　酬 給　料

期末手当 寒冷地 その他
計年間支給率

（月分）
手　当 手　当

　　　　　　　給与費明細書

297 26,015 59,823 6,250 66,073

補
正
後

長　　等 3 25,184 8,327
(3.45)

議　　員 24 26,107
(3.45)

その他の
特別職

1,401 78,769

79,688

78,769 78,769

23,554 129,349105,795

26,015 244,387 29,804 274,191

補
正
前

長　　等 3 25,184

計 1,428 158,457 25,184 34,434 297

議　　員 24 79,688

297 26,015

105,795 23,554 129,34926,107
(3.45)

8,327
(3.45)

59,823 6,250 66,073

計 1,428 158,457 25,184 34,434

その他の
特別職

1,401 78,769

297 26,015 244,387 29,804 274,191

78,769 78,769

比
　
　
較

長　　等

議　　員

その他の
特別職

２ 　一　般　職

計

(1) 総　　括

692,337 4,272,727

（単位　千円）

区　分
職員数
（人）

給　　　　与　　　　費
共 済 費 合　計 備考

報　酬 給　料 職員手当 計
職員手当には各手当に
相当する報酬及び費用
弁償を含む。

補正後 969 623,752 1,765,195 1,191,443 3,580,390

補正前 969 624,505 1,765,195 1,190,913 3,580,613 692,337 4,272,950
職員手当には各手当に
相当する報酬及び費用
弁償を含む。

比　較 △ 753 530 △ 223 △ 223

※職員数＝当初予算計上職員数

（職員手当の内訳） （単位　千円）

区　　分 扶養手当 住居手当 管理職手当 時間外勤務手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 特殊勤務手当

補正後 55,706 19,797 25,466 140,825 4,374 936

936

比　較 600

補正前 55,706 19,797 25,466 140,225 4,374

寒冷地手当 通勤手当

補正後 674 456 68 455,036 374,208 28,414 40,483

区　　分
管理職員特
別勤務手当

単身赴任手当 地域手当 期末手当 勤勉手当

28,414 40,428

比　較 △ 72 △ 53 55

補正前 674 456 68 455,108 374,261

補正後 45,000 1,191,443

区　　分 宿日直手当 初任給調整手当 退職手当 合計

比　較 530

補正前 45,000 1,190,913

一般会計



　ア　会計年度任用職員以外の職員
（単位　千円）

区　分
職員数
（人）

給　　　　与　　　　費
共 済 費 合　計 備考

報　酬 給　料 職員手当 計

補正後 427 1,663,136 1,016,993 2,680,129 531,351 3,211,480

補正前 427 1,663,136 1,016,593 2,679,729 531,351 3,211,080

比　較 400 400 400

※職員数＝当初予算計上職員数

（職員手当の内訳） （単位　千円）

区　　分 扶養手当 住居手当 管理職手当 時間外勤務手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 特殊勤務手当

補正後 55,706 19,797 25,466 129,821 4,374 916

916

比　較 400

補正前 55,706 19,797 25,466 129,421 4,374

寒冷地手当 通勤手当

補正後 674 456 68 372,476 312,696 28,414 21,129

区　　分
管理職員特
別勤務手当

単身赴任手当 地域手当 期末手当 勤勉手当

28,414 21,129

比　較

補正前 674 456 68 372,476 312,696

補正後 45,000 1,016,993

区　　分 宿日直手当 初任給調整手当 退職手当 合計

比　較 400

補正前 45,000 1,016,593

　イ　会計年度任用職員
（単位　千円）

区　分
職員数
（人）

給　　　　与　　　　費
共 済 費 合　計 備考

報　酬 給　料 職員手当 計

補正後 542 623,752 102,059 174,450 900,261 160,986 1,061,247
職員手当には各手当に
相当する報酬及び費用
弁償を含む。

補正前 542 624,505 102,059 174,320 900,884 160,986 1,061,870
職員手当には各手当に
相当する報酬及び費用
弁償を含む。

比　較 △ 753 130 △ 623 △ 623

※職員数＝当初予算計上職員数

（職員手当の内訳） （単位　千円）

区　　分 扶養手当 住居手当 管理職手当 時間外勤務手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 特殊勤務手当

補正後 11,004 20

20

比　較 200

補正前 10,804

寒冷地手当 通勤手当

補正後 82,560 61,512 19,354

区　　分
管理職員特
別勤務手当

単身赴任手当 地域手当 期末手当 勤勉手当

19,299

比　較 △ 72 △ 53 55

補正前 82,632 61,565

補正後 174,450

区　　分 宿日直手当 初任給調整手当 退職手当 合計

比　較 130

補正前 174,320

一般会計



（２）給料及び手当の増減額の明細

区
分

増減額
(千円)

人事異動等に伴う増減

　補正後 427 ( 542 ) 人

　補正前 427 ( 542 ) 人

　増　減 0 ( 0 ) 人

千円

人事異動等に伴う増減

　扶養手当 0 千円

　住居手当 0 千円

　管理職手当 0 千円

　時間外勤務手当 600 千円

　休日勤務手当 0 千円

　夜間勤務手当 0 千円

　特殊勤務手当 0 千円

　管理職員特別勤務手当 0 千円

　単身赴任手当 0 千円

　地域手当 0 千円

　期末手当 △72 千円

　勤勉手当 △53 千円

　寒冷地手当 0 千円

　通勤手当 55 千円

　宿日直手当 0 千円

　初任給調整手当 0 千円

　退職手当 0 千円

※（　）内は、短時間勤務職員

増減事由別内訳
(千円)

説　　　　明

給
料

0

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分 0

手
　
当

530

制度改正に伴う増減分 0

その他の増減分 530

扶養手当、地域手当、期末手当、勤勉手当、寒冷地手当の増減

一般会計



 



事業名

2 総務費 1 総務管理費 3 企画費 市営バス整備事業（過疎債）

繰　　   越　　   明　　   許　　　　   費　　   説　　   明　　   書

款 項 目



（単位：千円）

金額 繰越事由

54,927 車両の納入に不測の日数を要し、年度内の完了が見込めないため

繰　　   越　　   明　　   許　　　　   費　　   説　　   明　　   書



（単位：千円）

期　間 金　額 期　間 金　額
国　県
支出金

地方債 その他

新潟県知事選挙情
報処理委託

1,474

令和７
年度か

ら
令和８
年度ま

で

1,474 1,474

新潟県知事選挙ポ
スター掲示場関連
業務委託

8,000

令和７
年度か

ら
令和８
年度ま

で

8,000 8,000

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出
額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

一般
財源

特 定 財 源

左 の 財 源 内 訳
前年度末までの
支出（見込）額

当該年度以降
の支出予定額

事　　　項 限度額



（単位：千円）

当該年度中増減見込額

当 該 年 度 繰 越 事 業

事業充当分② 充 当 分 ③

公 共 事 業 等 債 1,377,739 1,365,294 237,300 61,200 184,215 1,479,579

防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債 662,531 732,324 59,300 28,652 762,972

公 営 住 宅 建 設 事 業 債 534,004 497,359 41,300 53,489 485,170

災 害 復 旧 事 業 債 189,802 161,066 120,400 14,700 28,195 267,971

全 国 防 災 事 業 債 201,221 180,275 21,056 159,219

教育･福祉施設等整備事業債 4,018,020 3,797,338 3,600 2,200 280,371 3,522,767

（1） 学 校 教 育 施 設 等 整 備 事 業 債 1,524,229 1,410,265 120,265 1,290,000

（2） 一 般 廃 棄 物 処 理 事 業 債 1,952,425 1,900,913 102,500 1,798,413

（3） 一 般 補 助 施 設 整 備 等 事 業 債 163,752 138,646 3,600 2,200 27,506 116,940

（4） 施設整備事業債（一般財源化分） 377,614 347,514 30,100 317,414

一 般 単 独 事 業 債 13,034,757 11,284,133 543,100 126,600 1,951,319 10,002,514

（1） 防 災 対 策 事 業 債 689,232 663,669 4,500 36,530 631,639

（2） 合 併 特 例 事 業 債 9,252,741 7,553,262 1,479,258 6,074,004

（3） 地 方 道 路 等 整 備 事 業 債 352,392 339,115 24,700 5,700 41,321 328,194

（4） （ 新 ） 緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 1,173,177 949,663 25,300 238,067 736,896

（5） 公共施設等適正管理推進事業債 734,117 661,832 49,200 63,600 101,551 673,081

（6） 緊急自然災害防止対策事業債 633,101 901,869 415,100 53,600 33,634 1,336,935

（7） 脱 炭 素 化 推 進 事 業 債 53,900 90,700 24,300 115,000

（8） そ の 他 146,097 124,023 3,700 20,958 106,765

辺 地 対 策 事 業 債 621,140 524,551 38,100 2,900 113,598 451,953

過 疎 対 策 事 業 債 9,984,444 10,549,430 1,169,100 181,800 955,093 10,945,237

国 の 予 算 等 貸 付 金 債 264,487 254,671 8,985 245,686

財 源 対 策 債 982,677 978,436 11,806 966,630

減 収 補 塡 債 67,500 63,529 3,970 59,559

減 税 補 填 債 14,613 6,063 4,697 1,366

臨 時 財 政 対 策 債 10,393,087 9,317,304 1,054,122 8,263,182

借 換 債 540,800 540,800

42,346,022 39,711,773 2,693,700 448,700 5,240,368 37,613,805合　         　計

11

12

13

14

15

５

６

７

８

９

10

① + ② + ③ - ④

１

２

３

４

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

　区　　分

前 々 年 度 末 前 年 度 末
当該年度末

現在高見込額
当 該 年 度 中 起 債 見 込 額 当該年度中

元金償還
見込額④現 在 高

現 在 高
①


